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2025年12月19日、政府与党（自由民主党・日本維新の会）より「2026年度税制
改正大綱」が公表され（*）、同年12月26日に閣議決定されました。 

「2026年度税制改正大綱」には、グローバル・ミニマム課税に関する改正案も
含まれていますが、2026年1月5日にグローバル・ミニマム課税と独自のミニマ
ム課税制度を有する米国を含む一定の要件を満たす国の制度との共存等につい
て国際合意が成立したことを受け、同年1月23日、「グローバル・ミニマム課税
に係る国際合意を踏まえた措置」（以下、「本措置」）が閣議決定され、同日、財
務省の「税制改正の概要」のページにおいて公表されました。本措置は、「2026

年度税制改正大綱」において示されている改正案とともに、2026年度税制改正
において手当されるものです。 

このTax Newsletterでは、本措置の内容についてお知らせいたします。 

なお、本措置は改正案の概要を示すものであり、改正の詳細は、改正法案の公
表並びに法律及び政省令の公布を待たなければなりません。また、今後の国会
審議等によりその内容に変更が生じる可能性がありますので、ご留意ください
ますようお願いいたします。 
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https://www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy2026/20260123kokusai.htm
https://www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy2026/20260123kokusai.htm
https://www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/index.html
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（*） 2025年12月19日に政府与党より公表された税制改正大綱の概要は、Tax 

Newsletter「2026年度税制改正大綱」（2025年12月25日発行）にてお知ら
せしています。 

I. グローバル・ミニマム課税を巡る国際動向 

1. これまでの国際動向 

OECD/G20のBEPS包摂的枠組み（以下、「包摂的枠組み」）において2021年10月
に合意されたグローバル・ミニマム課税は、一定規模以上の多国籍企業を対象
に、各国ごとに最低税率（15％）以上の課税を確保する仕組みであり、各国で
国内法制化が進められています。日本においては、2023年度税制改正で所得合
算ルール（Income Inclusion Rule（以下、「IIR」））に相当する制度が、2025年
度税制改正で軽課税所得ルール（Undertaxed Profits Rule（以下、「UTPR」））
及び国内ミニマム課税（Qualified Domestic Minimum Top-up Tax（以下、
「QDMTT」））に相当する制度が創設されるとともに、IIRに相当する制度につい
ては、2024年度及び2025年度税制改正において、包摂的枠組みから公表された
執行ガイダンスの内容等を踏まえた改正が行われました。 

しかし、米国は、グローバル・ミニマム課税の導入に反発し、共和党は、自国の
課税権を侵害し、テック企業など海外に多くの利益を移転している米国企業の
税負担が増加する可能性があるという点で、特にUTPRを問題視していたところ、
2025年1月20日、米国大統領に再就任したトランプ氏は、OECDのグローバル・
タックス・ディールは米国において「無効」であることを主張する覚書を含む
大統領令に署名を行いました。また、米国下院は2025年5月22日、2025年度予
算調整法案として位置付けられる「One Big Beautiful Bill」を可決し、内国歳
入法第899条（Section 899）の新設により、UTPRやデジタルサービス税等を
「不公正な外国税」と認定し、これらの税を導入した国の法人等に対して、所
得等に係る税（PE / 支店課税）や米国が源泉となる利子・配当等の源泉税を毎
年5％ずつ引き上げ、法定税率から最大20％まで追加して課税するいわゆる報復
措置等を提案していました。 

これを受け、G7は2025年6月28日、グローバル・ミニマム課税に関し、米国の
要望を受け入れて米国企業を例外的に取り扱うこと及び米国が内国歳入法第
899条の新設を見送ることついて合意したことを公表する声明を発出しました
（*1）。 

本声明では、たとえば以下の内容が示されていたため、本声明を歓迎する旨の
コメントを公表したOECD（*2）がその後どのような対応策を打ち出していくのか、
注目されていました。 

• 「共存システム」では、米国親会社グループの米国内利益及び米国外利益の
双方について、UTPR及びIIRから完全に免除する。 

 

https://kpmg.com/jp/ja/home/insights/2025/12/tax-newsletter-20251225.html
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• 「共存システム」には、その共通の政策目的を保持するため、公平な競争環
境の観点から特定される重大なリスク又は税源浸食と利益移転のリスクが
対処されることへのコミットメントが含まれる。 

• 「共存システム」の実現に向けた作業は、「第2の柱」全般に係る執行とコン
プライアンスの枠組みの大幅な簡素化の実現と並行して行われる。 

• 「共存システム」の実現に向けた作業は、「第2の柱」における実質ベースの
現金等の還付が無い税額控除の取扱いが、現金等の還付がある税額控除の取
扱いとより整合的になることを確保する変更を検討することと、並行して進
められる。 

（*1） ’G7 statement on global minimum taxes’（PDF 26KB）（財務省による仮
訳「グローバル・ミニマム課税に関するG7声明」（PDF 109KB）） 

なお、G7声明の概要はBEPS Newsletter「グローバル・ミニマム課税に関
するG7声明」（2025年6月30日発行）にてお知らせしています。 

（*2） OECD 'Statement by the OECD Secretary-General on G7 Progress on 

International Tax Co-operation' 

2. Side-by-Side Packageの公表 

OECDは2026年1月5日、プレスリリース’International community agrees way 

forward on global minimum tax package’において、以下のside-by-side 

systemの合意に係る包括的パッケージを公表しました。 

 Tax Challenges Arising from the Digitalisation of the Economy － 

Global Anti-Base Erosion Model Rules (Pillar Two), Side-by-Side 

Package（PDF 1,088KB） 

プレスリリースでは、数ヵ月にわたる集中的な交渉を経て公表されたこのパッ
ケージ（*）は、国際税制の安定と確実性の基盤を築く重要な政治的・技術的合意
を表すもので、これにより、グローバル・ミニマム課税の枠組みにおいてこれ
までに達成された成果が維持され、全ての法域（特に発展途上国）が、自国で生
み出された所得に対する優先課税権を持つことができるようになると紹介され
ています。 

（*） Side-by-Side Packageの概要はBEPS Newsletter「OECD - “Side-by-Side 

Package”の公表」（2026年1月13日発行）にてお知らせしています。 

このSide-by-Side Packageには、たとえば以下の内容が含まれています。 

• 共存適格国（米国）に最終親会社が所在する多国籍企業グループにはIIR及び
UTPRの適用を免除する。 

• 投資促進のための一定の税額控除等（設備投資・試験研究等）について実効
税率計算における影響を緩和する。 

• 移行期間CbCRセーフ・ハーバーの適用期限を1年間延長するとともに、実効
税率を簡易的に計算する恒久的セーフ・ハーバーを導入する。 

https://www.mof.go.jp/policy/international_policy/convention/g7/g7_20250628_2.pdf
https://www.mof.go.jp/policy/international_policy/convention/g7/g7_20250628_1.pdf
https://kpmg.com/jp/ja/home/insights/2025/06/tax-beps-20250630.html
https://kpmg.com/jp/ja/home/insights/2025/06/tax-beps-20250630.html
https://www.oecd.org/en/about/news/speech-statements/2025/06/statement-by-the-oecd-secretary-general-on-g7-progress-on-international-tax-co-operation.html
https://www.oecd.org/en/about/news/speech-statements/2025/06/statement-by-the-oecd-secretary-general-on-g7-progress-on-international-tax-co-operation.html
https://www.oecd.org/en/about/news/press-releases/2025/12/international-community-agrees-way-forward-on-global-minimum-tax-package.html
https://www.oecd.org/en/about/news/press-releases/2025/12/international-community-agrees-way-forward-on-global-minimum-tax-package.html
https://www.oecd.org/content/dam/oecd/en/topics/policy-sub-issues/global-minimum-tax/side-by-side-package.pdf
https://www.oecd.org/content/dam/oecd/en/topics/policy-sub-issues/global-minimum-tax/side-by-side-package.pdf
https://www.oecd.org/content/dam/oecd/en/topics/policy-sub-issues/global-minimum-tax/side-by-side-package.pdf
https://kpmg.com/jp/ja/home/insights/2026/01/tax-beps-20260113.html
https://kpmg.com/jp/ja/home/insights/2026/01/tax-beps-20260113.html
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II. グローバル・ミニマム課税に係る国際合意を踏まえた措置 

上記 I.2.のSide-by-Side Packageに示す国際合意が成立したことから、この合
意に則り、2026年度税制改正において日本におけるグローバル・ミニマム課税
に相当する制度が、本措置に基づき以下のように見直されます。 

1. 各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税 

IIRに相当する「各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税」（以下、「J-

IIR」）は、「2026年度税制改正大綱」において、2025年1月にOECDより公表され
たガイダンスで明確化された内容を踏まえた見直しが提案されています（*）が、
本措置では、以下の見直しが提案されているほか、所要の措置が講じられます。 

（*） 「2026年度税制改正大綱」における見直しの概要は、Tax Newsletter「2026

年度税制改正大綱」（2025年12月25日発行）をご参照ください。 

（1）適用免除基準の創設 

特定多国籍企業グループ等の最終親会社等が次に掲げる要件その他の要件を満
たしていると国際的に認められる国又は地域として財務大臣が指定する国又は
地域（以下、「共存適格国」）を所在地国とする場合には、その特定多国籍企業グ
ループ等に属する構成会社等に係るグループ国際最低課税額及びその特定多国
籍企業グループ等に係る共同支配会社等に係るグループ国際最低課税額を零と
する適用免除基準が設けられます。したがって、共存適格国に最終親会社等が
所在する多国籍企業グループには、J-IIR及びUTPRに相当する「各対象会計年度
の国際最低課税残余額に対する法人税」（以下、「J-UTPR」）の適用が免除され
ることになります。 

【要件】 

（i） その国又は地域の租税に関する法令（2029年1月1日前に制定されたものに限る。（ii）及び（iii）において
同じ。）において、20％以上の税率により会社等の所得に対する租税を課することとされていること。 

（ii） その国又は地域の租税に関する法令において、自国内最低課税額に係る税を課することとされているこ
と、又はその会社等の各対象会計年度に係る当期純損益金額を基礎として計算した金額に対して15％以
上の税率により租税を課することとされていること。 

（iii） その国又は地域の租税に関する法令において、子会社等（他の会社等に持分を直接又は間接に有される会
社等）がその本店又は主たる事務所の所在する国又は地域においてその事業の管理、支配及び運営を自ら
行っていない場合その他の場合において、その子会社等の所得の金額を当該他の会社等の収益の額とみ
なして益金の額に算入する規定であって、原則としてその子会社等の全ての所得の金額を基礎としてそ
の益金の額に算入する金額を算出するものが設けられていること。 

この改正は、2026年1月1日以後に開始する対象会計年度から適用されます。 

（2）移行期間CbCRセーフ・ハーバーの延長 

移行期間CbCRセーフ・ハーバーは、グローバル・ミニマム課税の導入に伴う企
業の事務負担に配慮するために設けられた経過的な適用免除基準で、特定多国
籍企業グループ等に属する構成会社等が、国別報告事項（CbCR）の情報に基づ
き、一定の要件（デミニマス要件、簡素な実効税率要件又は通常利益要件のい

https://kpmg.com/jp/ja/home/insights/2025/12/tax-newsletter-20251225.html
https://kpmg.com/jp/ja/home/insights/2025/12/tax-newsletter-20251225.html
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ずれか）を満たした場合には、その所在する国又は地域の国際最低課税額を零
とみなすことができるものです。 

この移行期間CbCRセーフ・ハーバーは、2024年4月1日から2026年12月31日ま
での間に開始する対象会計年度に適用することが可能とされていますが、この
適用期限が2027年12月31日まで1年延長されます。 

なお、QDMTTに相当する「各対象会計年度の国内最低課税額に対する法人税」
においてもJ-IIRと同様の移行期間CbCRセーフ・ハーバーが設けられていますが、
こちらについても、上記と同様に適用期限が延長されます。 

（3）調整後対象租税額に係る特例の創設 

以下に示す税額控除制度等の適用を受けることが認められる金額のうち一定の
金額（*）を調整後対象租税額に加算することができる特例が設けられます。 

【税額控除制度等】 

投資を促進するための税額控除制度又は所得控除制度として次に掲げる要件を
満たすものに限ることとされています。 

• その適用を受けることができる金額が支出の額を基礎として計算される税
額控除制度又は所得控除制度であること。 

• その適用を受けることができる金額が所在地国における有形資産の生産量
等を基礎として計算される税額控除制度であること。 

（*） 原則として、一定の従業員の給与等の額の合計額に5.5％を乗じて計算した
金額と一定の有形資産に係る減価償却費の合計額に5.5％を乗じて計算した
金額とのいずれか多い金額を按分した金額が上限とされます。 

この改正は、2026年1月1日以後に開始する対象会計年度から適用されます。 

2. 各対象会計年度の国際最低課税残余額に対する法人税 

2026年度税制改正大綱においては、J-UTPRに係る見直しは特に示されていま
せんが、本措置では以下のような適用免除基準の創設が提案されているほか、
所要の措置が講じられます。 

適用免除基準の創設 

特定多国籍企業グループ等の最終親会社等が、その国又は地域の租税に関する
法令（2026年1月1日において施行されていたものに限られます。）において20％
以上の税率により会社等の所得に対する租税を課することとされていることそ
の他の要件を満たしていると国際的に認められる国又は地域として財務大臣が
指定する国又は地域を所在地国とする場合には、その特定多国籍企業グループ
等のグループ国際最低課税残余額には、その最終親会社等の所在地国に係る部
分の金額を含まないものとされます。 
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3. 地方税 

法人住民税について、J-IIR等の見直しに関する国税の取扱いに準じた所要の措置が講
じられます。 
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